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SolarEV シティー構想の可能性
― 都市のカーボンニュートラル実現に向けた戦略 ―

東北大学大学院環境科学研究科准教授 小　端　拓　郎

カーボンニュートラルへ向けて、経済
性効率の高い脱炭素化手法が求められて
いる。特に、日本のエネルギー起源の
CO2 排出の 50％強を占める都市からの排
出削減は、喫緊の課題である。日本政府
は、2030 年度までに家庭部門で CO2 排
出 66％削減、運輸部門 35％減、業務そ
の他部門 51％減を目標としている。そ
こで、私たち研究グループは、今後コス
トが大きく下落することが予想される屋
根上太陽光発電（PV）と電気自動車（EV）
を組み合わせて、都市レベルで脱炭素化
を行う「SolarEV シティー構想」の研究
を行ってきた。これまでの研究で、日本
の９つの都市（東京都区部、札幌市、仙
台市、郡山市、新潟市、川崎市、京都市、
岡山市、広島市）の屋根面積の 70％に
PV を敷設し、市内の乗用車を EV に変え、
EV を蓄電池として用いることで、53 ～
95％の都市の電力需要を賄うことができ
ることがわかった１）。また、自動車の使
用と電力消費からの CO2 排出の 54 ～
95％の削減につながる。2030 年には技
術コストの下落に伴い、この「PV+EV」
システムの導入によりエネルギーコスト
（ガソリンと電気代）が 26 ～ 41％削減
となる可能性があることもわかった。
しかし、都市には多様なビルの形状や

材質、ビルの使用の仕方、電力・エネル
ギー消費パターン、自動車の駐車パター
ンがあるため、都市の各地区において、
どの程度屋根上 PV による発電が生じ、
その電気が消費され、そして、EVに蓄電
されるのかがわからなかった。そこで、
本研究２）では、戸建て住宅街のケースと
して、福島県相馬郡新地町の 50 軒の住
宅街と、中心市街地のケースとして、京
都市中心市街地の分析を行った。
これらの再エネプロジェクトの事業実

現性を評価するため、「技術経済性分析」
という手法を用いた。この分析手法を用
いることで、再エネの変動性、気温変動、
技術のコスト、電気料金、余剰電力買取
価格、運用費、整備費、PVや蓄電池の劣
化などを考慮した上で、既存のエネル
ギーシステム（電力系統の電気とガソリ
ン車）との比較でプロジェクトの経済性
や CO2 排出削減率を評価することができ
る。計算には、プロジェクト期間 25年、
割引率３％（将来の価値を現在の価値へ
換算する際に用いる年率）、ドル円換算
レートは、１ドル 110 円を用いた。電気
料金は、京都市の中心市街地が 20 円 /
kWh（低圧・高圧混合電力料金）、新地町
の戸建て住宅街が 24 円 /kWh（低圧電力
料金）で計算を行った。

街区の分析を行うにあたって、中心市
街地の建物の屋根面積の最大 70％を PV
敷設が可能であると想定し、戸建て住宅
は１軒当たり最大 PV容量 10kW を想定し
た。分析では、PV容量は経済性が最も高
くなる PV 容量を計算した。また、時間
毎の消費電力データには、新地町は住宅
のスマートメーターのデータを（図－
１）、京都市街地は EnergyPlus というプ
ログラムを使って時間毎データを見積も
り分析に用いた。分析は、2020 年から
2040 年まで行い、PV、蓄電、EV のコス
トが変化する（図－２）以外は同じ条件
である。これにより、技術コストの下落
が、屋根上 PV の経済性と市民のエネル
ギー経費に与える影響を知ることができ
る。EVは、40kWh のバッテリーが搭載さ
れていることを想定し、その半分を PV
の蓄電池として使うことを想定した。ま
た、自動車のオーナーが買い替え時に EV
に乗り換えることを想定し、EVのガソリ
ン車に対する追加的コスト（価格差）と
V2H システム（EVから家に電力供給する
システム）を EVのコストとして見積もっ
ている。EV は、京都市の中心市街地で
100 台、新地町の戸建て住宅街で 1軒１
台（50軒で 50台）の乗用車が EVとなっ
たことを想定した。

図－２　屋根上PVシステム、小型蓄電池システム、EV追加

コスト(Kobashi et al., 2022)

図－１　新地町の50軒の戸建て住宅のスマートメータの平均時間毎データ(Kobashi et 

al., 2022)
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分析は２つの技術の組み合わせで行い、
１つ目のケースは PV と定置蓄電池を設
置したケース「PV+（蓄電池）」（蓄電池は、
PVシステムに追加的な経済性が生じる場
合にのみ設置）で、２つ目のケースは
「PV+EV」を設置したケースである。また、
新地町の 50 軒の住宅を個別に分析した
ケース（individual）と、マイクログッ
ドなどでエネルギーシェアリングが自由
にできたケース（aggregate）の２通り
で分析を行った。そして、余剰電力の買
取（中心市街地９円 /kWh、戸建て住宅街
10 円 /kWh）の有無の影響についても分
析を行った。
分析結果は、表－１で記した指標で評

価した。まず、新地町の戸建て住宅街の
PV の最適容量の変化を見ると、2020 年
はまだPVのコストが高く、「PV+（蓄電池）」
のシステムでは経済的に最適な PV 容量
は１～２kWにとどまる（図－３）。「PV+EV」
のシステムは、2020 年で最適 PV容量が
４kW 程度であり、「PV+（蓄電池）」のシ
ステムより２～３kW大きくなる（図－３
上）。また、余剰電力の買取がある場合、
2026 年前後には、PV 容量は最大値の
10kWに達する。定置蓄電池は高価なため、
「PV+（蓄電池）」のシステムに追加的な
経済性がなかなか生まれず、2030 年代
後半にようやく５kWh 程度の蓄電池容量
で経済性が生まれる（図－３中）。正味
現在価値（NPV：Net Present Value で、
プロジェクトの利益に相当する）を見る

と、「PV+EV」は 2020 年前後に「PV+（蓄
電池）」の正味現在価値より大きくなり、
2030 年に向けて急速に増加する（図－
３下）。また、「PV+EV」システムは、コミュ
ニティー内で自由なエネルギーシェアリ
ングを想定した方が、２割から３割程度
高い正味現在価値を得ることができる
（図－３下）。これは、EVの蓄電池を域内
で共用でき、域内の余剰電力をより多く
消費できることによる。また、地域で EV
のバッテリーを共有することで、買い物
などで EVを使っても他の家の EVに余剰
電力を充電できるため、より自由に EV
を自動車として使用することができる。
図－４では、都市の中心市街地（京都

市）と戸建て住宅街（新地町）における
「PV+（蓄電池）」と「PV+EV」システムの
2020 年から 2040 年の各指標の値を比
較した。複雑になるのを避けるため、余
剰電力買取「あり」と「なし」の平均の
値を図に示している。
図－４左上から順に説明すると、自家

消費率（Self-consumption） は、2020
年は小さい PV 容量を反映して、すべて
のシナリオで高い自家消費率でスタート

する。特に、「PV+EV」システムでは大き
なバッテリーを使用できるため、中心市
街地と戸建て住宅街どちらでも「PV+（蓄
電池）」より高い自家消費率となる。自
家消費率が 2025 年まで急激に減少する
のは、「余剰電力買取あり」のケースに
おいて PV 容量が 2025 年前後まで急激
に上昇するためである（図－３）。
電力自給率（Self-sufficiency） は、

2020 年から 2040 年まで比較的ゆっく
りと上昇する。注目すべき点は、戸建て
住宅街における「PV+（蓄電池）」システ
ムと「PV+EV」システムの大きな違いで
ある。戸建て住宅街では、PVシステムに
EVを加えることで電力自給率が４倍程度
増えることがわかる。一方、中心市街地
では「PV+（蓄電池）」と「PV+EV」の差
が小さく、EVを加えることによる電力自
給率の上昇は 1.5 倍程度である。
エネルギー充足率（Energy sufficiency）

を見ると、PV容量の増加に伴い（図－３）、
2025 年前後まで急速に増え、そこから
は徐々に増加する。戸建て住宅街の方が
比較的屋根面積が大きいため、中心市街
地より高いエネルギー充足率を示す。

図－３　新地町の50軒の住宅の分析結果の平均値(Kobashi et 

al., 2022)

表－１　指標の単位と説明

上：最適 PV 容量　中：最適蓄電池容量と EV バッテリーの容量　下：正味現在価値（NPV）
緑と紫が「PV+EV」システム、青と赤が「PV+（蓄電池）」システムを示し、実線は個別分析の平均値、
点線は50軒をまとめて分析した値を50で割った値。青と緑は余剰電力買取ありで、紫と赤は買取なし。
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CO2 排出削減率（CO2 emission reduction）
においては、電力自給率と同様に「PV+EV」
が、戸建て住宅街で非常に大きな効力を
発揮する。「PV+（蓄電池）」では、戸建
て住宅街での CO2 排出削減率は小さく、
20％前後にしかならない。これは、住宅
の電力消費パターンと PV の発電パター
ンが大きく異なるからである。EVを蓄電
池として加えることで、CO2 排出削減率
は大きく改善する。一方、中心市街地で
は、「PV+（蓄電池）」と「PV+EV」の削減
率の差が小さくなる。これは、「PV+（蓄
電池）」でも需要・発電パターンが似て
いるため、自家消費が高くなること、比
較的屋根面積が小さいこと、大きな需要
であること、駐車している自動車の数が
比較的少ないことによる。
エネルギーコストの節約（Cost saving）

は、「PV+（蓄電池）」であれば中心市街
地の方が大きくなるが、PV と EV を組み
合わせると、戸建て住宅街において節約
率が最も高くなる（図－４）。中心市街
地では、EV を PV と組み合わせることに
よる節約率の改善は小幅にとどまる。
投資回収期間（Simple payback period）

は、2020 年は「PV+（蓄電池）」の方が、
「PV+EV」より短くなる。2025 年には、
戸建て住宅街の「PV+EV」の投資回収期
間が最も短くなり、10 年を切る。その
後も、戸建て住宅街の「PV+EV」の投資
回収期間が最も短く、2030 年には５年
前後となる。
内部収益率（IRR）をみると、2020 年

前半は「PV+（蓄電池）」がより高い値を
示すが、2025 年には戸建て住宅街の
「PV+EV」が最も高くなる。以降、戸建て
住宅街における「PV+EV」の内部収益率が、
他の内部収益率より高い伸び率を示す
（図－４）。
つまり、戸建て住宅街の「PV+EV」シ

ステムが、今後、最も高い脱炭素化ポテ
ンシャルの増加を示し、「2025 年前後」
には電力自給率が平均で約 89％、電力
とガソリン消費に伴う CO2 排出削減は約
88％、エネルギーコストの節約が約
23％、投資回収年が約９年、内部収益率
（IRR）が約 11％となる（図－４）。そして、
2040 年まで、各指標は改善を続ける（自
家消費は減少）。
この戸建て住宅街での「PV+EV」シス

テムを、都市の脱炭素化にフル活用する
には、バーチャルパワープラント「仮想
発電所」などのビジネスモデルを確立し、
戸建て住宅街のみならず需要地である中
心市街地などに電力を供給するシステム
の構築が必要となる。
東京都で、現在検討されている新築住

宅における屋根上 PV の義務化は、カー
ボンニュートラルへ向けて重要な一歩で
あるが、ここで示したように、都市の脱
炭素化を加速するには、屋根上 PV の設
置義務化だけではなく、都市の屋根面積
を最大限活用するための仕組みを構築す
る必要がある。今後、屋根上 PV のコス
トの下落、軽量化、発電効率の上昇によっ
て、現在設置が難しいとされる北向き屋
根や、部分的に日陰の屋根などでも経済
性が確保できるようになる。また、本研
究で示したように、今後急速な普及が予
想される EVとの連携や、エネルギーシェ
アリングを可能とすることで、余剰電力
を都市内で効率よく活用するメカニズム
を構築し、経済効率の高い都市の脱炭素
化を実現することが重要である。
このように、都市レベルで屋根上 PV

と EV を蓄電池として活用した「SolarEV
シティー構想」を念頭に各自治体が脱炭
素化を進めることで、2050 年カーボン
ニュートラルをより現実に近づけること
ができる。
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図－４　中心市街地と戸建て住宅街の「PV+（蓄電池）」と「PV+EV」の比較(Kobashi et al., 

2022)

赤は中心市街地で、青は戸建て住宅街。実線が「PV+EV」で、破線が「PV+（蓄電池）」のシナリオ。
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